
●ポイント！
◆高潮に対する避難対策や土地利用、エリアマネジメント取組事例を掲載
事前の避難対策、土地利用や高潮リスクのあるエリアにおける官民連携の取組事例を
掲載。

「災害に強いまちづくりガイドライン」 高潮等の追加に係る改定概要 令和8年4月 国土交通省中部地方整備局

●改定ポイント！ 新たな南海トラフ地震被害想定結果を踏まえた更新
◆令和7年3月公表の新たな南海トラフ地震被害想定結果を踏まえた更新
・南海トラフ地震の発生確率は、今後30年以内に60～90％程度の確率で発生。
国難級の被害想定に対し、事前の防災まちづくりの推進が不可欠

●ポイント！ 「第6章 高潮に強いまちづくり」
◆港湾管理者が行う取組

①高潮・暴風に対するハード対策
②協働防御
③フェーズ別高潮・暴風対応計画

◆高潮に強いまちの整備
①想定される高潮被害の把握
②高潮被害のリスク軽減策の検討

◆避難行動の強化
①避難を判断する情報の理解促進
②企業の取組の推進

●令和８年度版の主な改定・追加内容
【第１章 災害に強いまちづくり基本事項】

●災害に強いまちづくりガイドラインの概要
①策定の目的と利用方法
・南海トラフ巨大地震をはじめとする中部
圏で起こりうる自然災害に対し、災害に
強いまちづくりの推進に資する計画立案
や施策実施時の参考資料として策定
・都市計画マスタープランや立地適正化計
画防災指針、防災・減災対策を総合的に
進めるための計画策定、施策実施時の着
眼点・留意点を整理

・地方公共団体（市町村）の防災・減災、
都市計画・都市整備の所管課職員の利用
を想定

②対象災害
・地震、津波、洪水氾濫、高潮、土砂災害
等、中部圏に起こりうる自然災害を対象

・今回のガイドラインは地震、津波、洪水
氾濫（外水）、内水氾濫、土砂災害に加
え、高潮に関する内容を掲載

③改定の考え方
・想定災害の追加に伴って新たに必要とな
る内容を追加・更新

・施策や社会状況の変化、能登半島地震等
災害教訓、新たな南海トラフ地震被害想
定結果等を反映した修正・時点更新

■問合せ先 国土交通省 中部地方整備局 建政部 都市整備課 〒460-8514 愛知県名古屋市中区三の丸2-5-1 名古屋合同庁舎第２号館 電話 ０５２－９５３－８５７３

図 災害危険区域の指定事例（名古屋市）
国土交通省「出水等に関する災害危険区域の指定事例等」令和2年９月

【計画編】

第１章
災害に強いまちづくり基本事項

第２章
地震に強いまちづくり

第３章
津波に強いまちづくり

第４章
洪水に強いまちづくり

【実践編】
・災害種別ごとの取組事例をカルテに整理
・【計画編】を参考として策定した災害に
強いまちづくり計画に掲げた「まちの将
来像」の実現に資する具体施策を検討・
実施する上での参考資料

・都市計画マ
スタープラ
ンの見直し

・立地適正化
計画防災指
針等の策定

・具体的な防災・減災の取組推進

ガイドラインの構成の概念図

【高潮 実践編】 高潮に特化した取組事例を掲載

＜「災害に強いまちづくりガイドライン」のあゆみとこれから＞
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内水氾濫に強いまちづくり
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第６章
高潮に強いまちづくり

【高潮 計画編】

第７章
土砂災害に強いまちづくり

高潮リスクに対応した官民連携
によるまちづくりの推進事例

高潮を想定した避難計画事例


